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1．はじめに 

急速な高齢化や過疎化などの社会構造変化が生じ

るなか，持続可能な社会の構築は重要な課題である．

地方都市では，持続可能性確保のため，市町村合併な

どによる効率化や集約性を向上させる施策が行われ

ているが，その結果集約の中心になる地域とそれ以

外の地域では享受できるサービスや利便性に差が生

じることが考えられる．また，災害が頻繁に発生する

中，過度に効率化を図られた社会では，移動距離など

の観点から災害時の脆弱性が高まることが考えられ

る．平常時の持続可能性を担保する施策が災害時の

脆弱性を高めうるという仮説を検証するにあたり，

平常時での土地利用や立地，交通環境の変化などに

伴い，人の行動がどのように変化するか理解するこ

とが必要である．本研究は災害時における脆弱性を

評価するために，平常時における主体の属性や施設

利用の経時的な変化を表現するシミュレーションモ

デルを対象地である岐阜県下呂市に適用することに

ついて報告する． 

2．使用するモデルの概要 

本研究では，長尾ら 1)，2)による初期世帯マイクロ

データ推定モデルおよびマイクロシミュレーション

型都市モデルを下呂市に適用し分析を行う．モデル

の基本構造をそれぞれ図-1，図-2に示す．初期世帯

マイクロデータは，世帯人数と家族類型，年齢関係を

考慮した世帯と世帯構成員の生成をしたのち，小地

域ごとの性別年齢階層別人口，世帯人数，世帯数の周

辺分布と調整することで生成する．また，生成された

初期世帯マイクロデータには就学・就業状態，居住形

態等のオプション属性を与える．将来の社会変容を

表現するマイクロシミュレーション型都市モデルは，

個人および世帯の属性変化を表現するライフイベン

トモデル，転居者の立地選択を表現する居住ゾーン

選択モデル，立地変化に伴う地価の変化を表す地価

モデル，個人の施設選択行動を表現するアクセシビ

リティモデルからなる．本研究では基本的に平成 22

年の下呂市および岐阜県の国勢調査等を用いて推定

を行っているが，アクセシビリティモデルなどの一

部では下呂市にて令和 3年 2月に実施した 10年前か

ら現在にかけての買物，医療行動および転居につい

て設問を設けたアンケート調査 3）の結果等を用いた． 

3． 各モデルの適用結果 

3.1 初期世帯マイクロデータ推定モデル 

初期世帯マイクロデータ推定に際し，対象とした

世帯タイプを表-1に示す．国勢調査との誤差が 10%

 

図-1 初期マイクロデータ推定フロー（長尾ら1）を参考に

筆者が作成） 

 
図-2 本研究におけるマイクロシミュレーション型都市

モデルの基本構造（長尾ら2）を参考に筆者が作成） 
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以上となるものも存在するが，これらは考慮できて

いない世帯タイプによって誤差が生じていると考え

られる．また，オプション属性については概ね国勢調

査と同様の結果を得られている． 

3.2 マイクロシミュレーション型都市モデル 

マイクロシミュレーション型都市モデルのうち，

ここでは人口・世帯・ゾーンデータベースに関わる 3

つのモデルのみを実行した結果を報告し，アクセシ

ビリティモデルについては講演時に結果を報告する．

まず，初回ステップである平成 22 年から平成 23 年

にかけてのライフイベントモデル実行結果を表-2 に

示す．実測値は平成 23 年岐阜県人口動態統計調査な

ど 4）から得た．死亡，離婚，結婚については実測値

と概ね一致しているが，出生数は実測値の 3 割程度

となり，課題が残る結果となった．また，図-3 に平

成27年の推定値と国勢調査の人口を比較した結果を

示す．人口が過少に推定されている地域は，初期世帯

マイクロデータにて若年層が他地域に比べ多い地域

であった．転居確率は岐阜県のデータをもとに算出

していることから，就学や就職などによる転出が下

呂市の実測値より多く発生した可能性がある．人口

が過剰に推計された地域は，推定において転入によ

る人口増加がみられている．今後，より現実に近い推

定を行うために，若年層の転出のパラメータや居住

ゾーン選択モデルについても改良を行う予定である． 

4．おわりに 

本研究では，下呂市を対象に初期世帯マイクロデ

ータの推定や社会変容を表現するマイクロシミュレ

ーション型都市モデルの適用を行った．今後は構築

したモデルの精度を向上させるとともに，社会変容

に伴う災害前後の買物，医療施設へのアクセシビリ

ティの変化から災害時脆弱性の評価を試みる． 
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表-1 対象世帯タイプとH22国勢調査との誤差 

 

表-2  H23（Step1）における推定結果 

 

 

図-3 H27推定値（Step5）と国勢調査の人口の誤差 

 

世帯

人数
（世帯タイプ）世帯構成員

世帯

人数
（世帯タイプ）世帯構成員

1 （11,12）単身世帯 （51）夫婦と子3人

（21）夫婦のみ （52）両親と夫婦と子1人

（22）男親と子1人 （53）親1人と夫婦と子2人

（23）女親と子1人 （50）その他

（20）その他 （61）夫婦と子4人

（31）夫婦と子1人 （62）両親と夫婦と子2人

（32）女親と子2人 （63）親1人と夫婦と子3人

（33）夫婦と親1人 （60）その他

（30）その他 （71）夫婦と子5人

（41）夫婦と子2人 （72）両親と夫婦と子3人

（42）女親と子3人 （73）親1人と夫婦と子4人

（43）夫婦と両親 （70）その他

（44）親1人と夫婦と子1人 （81）夫婦と子6人

（40）その他 （82）両親と夫婦と子4人

該当世帯人数内でH22国勢調査構成割合と10%以上誤差 （83）親1人と夫婦と子5人

該当世帯人数内でH22国勢調査構成割合と5%以上誤差 （80）その他
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ライフイベント 推定値 実測値

死亡 494人 451人

離婚 47件 49件

結婚 124件 127件

出生 73人 264人

転出 1169人 1117人

転入 1132人 880人
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